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子ども・子育て支援新制度における各種基準に対して提出された意見等 

の概要及び意見に対する市の考え方 

 

 このことについて、清瀬市パブリックコメント実施要綱第８条及び第９条に基づき、

平成２６年７月１６日から平成２６年８月４日までの間、子ども・子育て支援新制度に

おける各種基準に対する意見募集を行った結果、９人の方から１１２件の意見が提出さ

れました。 

 これらの意見を適宜要約し、項目ごとに整理したうえで、意見に対する子ども・子育て支援新

制度における各種基準の市の考え方を取りまとめましたので、清瀬市パブリックコメン

ト実施要綱第８条及び第９条の規定により次のとおり公表します。 

 

１ 意見の分類及び件数 

 

（１）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（案）・・８件 

 

（２）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（案）・・・・・・・・・１２件 

 

（３）放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（案）・・・・・・４１件 

 

（４）その他（意見募集の対象外）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１件 
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２ 意見の内容と市の考え方 

（１） 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

項  目 意見の概要 件数 市の考え方 

職員の配置基準等 

 

保育士や幼稚園教諭の配置基準

及び有資格者の配置基準が現在

より下回ることにならないか。 

 

３件 認可保育園の保育士の配置につ

いては児童福祉法に基づく児童

福祉施設の設備及び運営に関す

る基準に、また、認可幼稚園の教

職員の配置については学校教育

法に基づく幼稚園設置基準に定

められていますので、この度の運

営に関する基準制定による変更

はありません。 

利用者負担等 給食費や教材費などを保育料と

は別に上乗せ徴収しないで欲し

い。 

３件 認可保育所は、保育料以外に徴収

することはありません。幼稚園及

び認定こども園については、現行

水準の教育・保育を提供するため

に保護者の同意を得て、基準に定

めた費用を受け取ることができ

るものとしています。 

特定教育・保育に

関する評価等 

保育の質向上のため、定期的に

第三者による評価及び開示を実

施してほしい。 

１件 特定教育・保育施設は、定期的に

保護者その他の関係者による評

価または外部の者による評価を

受けて、その結果を公表し、常に

その改善を図るよう努めなけれ

ばならないとしています。 

その他 ニーズ調査の結果及びその結果

がどう評価され、基準に反映さ

れたのか。 

１件 平成 25年 11月に実施した「子ど

も・子育て支援に関する市民意向

調査」は、平成 27 年度から平成

31 年度までの５年間の「子ど

も・子育て支援事業計画」を策定

するための各施策の「量の見込

み」を把握するために行ったもの

で、直接、基準に反映するもので

はありませんが、家庭的保育事業

や小規模保育事業など地域型保

育事業の必要性等について、参考

にしています。 



3 

 

（２）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

項  目 意見の概要 件数 市の考え方 

保育士等の資格 家庭的保育事業や小規模保育事

業Ｂ型・Ｃ型などが国家資格を持

たない保育士でも保育ができる

ことになる。家庭的保育事業等の

すべての施設に有資格者を配置

して欲しい。 

７件 待機児童解消の課題と保育士不

足の状況に鑑み、市等が実施する

研修（研修内容は、国が定める予

定）を受講したものについても保

育補助員として、保育にあたるこ

とを可能といたします。 

設備等の基準 家庭的保育事業等の保育・設備及

び運営に関する基準に格差をつ

けないで欲しい。 

どの施設を利用しても同じ質の

保育を受けられるように基準の

緩和をしないで欲しい。 

２件 家庭的保育事業、小規模保育事業

及び事業所内保育事業ともに、児

童福祉施設の設置及び運営に関

する基準に準用した設備・運営基

準となっています。 

食事（おやつ）の

提供 

成長期であり、捕食として栄養の

あるもので対応して欲しい。食物

アレルギーに対するガイドライ

ンを作成して欲しい。 

２件 家庭的保育事業、小規模保育事業

及び事業所内保育事業について

は、食育推進やアレルギー対応の

観点から、給食を提供する際には

自園で調理したものを提供する

こととしており、調理員や調理施

設も原則として置くこととして

います。ただし、一定の要件を満

たす場合は、連携施設からの搬入

も可能としています。食育の推進

やアレルギーの対応について、認

可申請時等において適切な指導

に努めます。また、食物アレルギ

ーに対するマニュアルの作成に

関しましても指導に努めます。 

保育時間 基準に基づき運営される保育時

間は、どうなるのか。 

１件 地域型保育事業の保育時間につ

いては、１日につき８時間を原則

とし、乳幼児の保護者の労働時間

その他家庭の状況等を考慮して

事業者が定めることとしていま

す。 
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（３）放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 

項  目 意見の概要 件数 市の考え方 

事業の役割等 条例に放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ）の役割を明

記して欲しい。 

１件 児童福祉法により放課後児童健

全育成事業について定義されて

います。また、清瀬市立学童クラ

ブに関しましては、清瀬市立学童

クラブ条例にその目的を明記し

ています。 

職員の配置基準等 職員の配置が現状より下回らな

いようにして欲しい。各施設に正

規職員を１人以上配置して欲し

い。 

指導員は、児童 20 人までは専任

２人以上、30 人までは３人以上

として欲しい。 

９件 国が平成 19 年に策定した「放課

後児童クラブガイドライン」で

は、放課後児童クラブには放課後

児童指導員を配置すること。とな

っていましたが、この度の基準で

は、放課後児童支援員の数は、支

援の単位ごとに２人以上とする。

と明示されておりますことから、

現状を下回ることはないと考え

ます。また、正規職員の配置につ

きましては、公立のみならず、民

間設置施設も包括する基準のた

め、雇用の形態は、定めないこと

とします。 

なお、清瀬市立学童クラブは、児

童 20 人に対し、職員 1 人以上を

基準として運用しています。ま

た、職員の任用は、清瀬市学童ク

ラブ指導員嘱託員設置要綱に基

づき行っています。 

職員の知識及び技

能の向上 

職員は研修による保育スキルの

向上や自己研鑽の機会を得るこ

とを必須とするとともに研修内

容には「応急救護」を必修として

欲しい。 

３件 放課後児童健全育成事業者の職

員は、常に自己研鑽に励み、児童

の健全な育成を図るために必要

な知識及び技能を習得、維持及び

向上に努めなければならないと

しています。 

「応急救護」の研修については、

事業届出時等において放課後児 
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  童健全育成事業者と協議します。 

なお、清瀬市立学童クラブでは、

清瀬消防署の指導による「救急救

命講習」を受講しています。 

児童数 一の支援の単位を構成する児童

の数は、「おおむね 40人以下」と

なっているが、「40人以下」とし

て欲しい。 

また、現状を踏まえ、どのように

対応するのか。 

４件 児童数の考え方につきましては、

放課後児童クラブは、毎日利用す

る児童と週のうち何日かを利用

する児童との双方がいることか

ら、毎日利用する児童の人数に、

一時的に利用する児童の平均利

用人数を加えた数で捉えており

ますことから、「おおむね 40人」

としています。 

なお、清瀬市立学童クラブに関し

ましては、入所児童数で捉えます

と 40人以内となっています。 

設備等の基準 施設の広さは、台所やトイレを含

まず、生活をする部屋（生活室）

の面積を児童 1 人あたり 1.98 ㎡

とし、「おおむね」の一文は削除

して欲しい。 

４件 専用区画の面積は、国が平成 19

年に策定した「放課後児童クラブ

ガイドライン」では、児童１人あ

たりおおむね 1.65 ㎡以上が望ま

しい。となっていましたが、この

度の基準では、児童 1人あたりお

おむね 1.65 ㎡以上でなければな

らない。となり、基準が強化され

ました。児童の居場所確保の観点

からおおむね 1.65 ㎡以上として

います。 

6 年生までの受け

入れ 

児童福祉法が改正となっている

ことを踏まえ、希望があれば６年

生まで受け入れる手立てを講じ

て欲しい。 

６件 児童福祉法の改正により、放課後

児童健全育成事業の対象範囲が

小学校就学児童となり、４年生以

上の学年も対象となります。ただ

し、この改正は、児童福祉法上の

対象年齢は、「事業の対象範囲」

を示すものであり、児童の発達や

成長・自立に応じた利用ができる

ように、個々の施設においてすべ

て６年生までの受け入れを義務
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化されたものではありません。 

清瀬市立学童クラブに関しまし

ては、施設の規模的な面などか

ら、現状どおり障害のある児童を

除き３年生までの児童を対象と

することとしています。 

しかし、児童福祉法の改正の趣旨

を鑑み、市として今後どのような

形で対応していくことができる

か、育成環境面も含め、「清瀬市

子ども・子育て会議」で検討して

いきたいと考えています。 

非常災害対策 避難訓練等を月１回行うなど具

体的に訓練の回数などを決めて

欲しい。 

１件 放課後児童健全育成事業者は、非

常災害に対する具体的計画を立

て、これに対する不断の注意と訓

練をするよう努めなければなら

ない。としています。避難訓練等

の実施については、事業届出時等

において放課後児童健全育成事

業者と協議します。 

開所時間等 学校が休日のときの学童クラブ

の育成開始時間を「学校の開始時

間」と同じにして欲しい。 

開所時間を通年 19 時までの開所

とし、土曜日や学校のない日・長

期休暇は、８時からの開所として

欲しい。 

６件 開所する時間を、小学校の授業の

休業日は１日につき８時間以上、

小学校の授業の休業日以外の日

は１日につき３時間以上と定め

るものであり、開始時間や終了時

間を定めるものではありません。

開始時間等は、放課後児童健全育

成事業者の運用等により決定す

ることになります。 

なお、清瀬市立学童クラブの育成

時間は、小学校の授業の休業日以

外の日は 18時 15分までとなって

いますが、保護者の就労環境の多

様化や市立保育園が 19 時までと

なっていることなどから延長を

検討したいと考えています。 
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関係機関との連携 ４月からの１ヶ月間は学校との

連携を一段と密にして新１年生

が学童クラブに登所できるよう

見守り態勢を整えて欲しい。 

３件 放課後児童健全育成事業者は、市

町村、児童福祉施設、利用者の通

学する小学校等関係機関と密接

に連携して利用者の支援に当た

らなければならないとしていま

す。 

新１年生の受け入

れ 

放課後児童クラブガイドライン

にあった「新１年生については保

育園との連続を考慮し４月１日

より受け入れること」の一文を入

れて欲しい。 

２件 新１年生の４月１日からの受け

入れについては、事業届出時等に

おいて放課後児童健全育成事業

者と協議します。 

なお、清瀬市立学童クラブでは、

４月１日から受け入れています。 

障害児の受け入れ 現状で行われている障害児の受

け入れについて明示がないが、ど

のように対応するのか。 

現場の指導員を含めたメンバー

で決定し、受け入れの体制を整え

て、必要な職員数を配置して欲し

い。 

２件 障害のある児童の受け入れにつ

いては、事業届出時等において放

課後児童健全育成事業者と協議

します。 

なお、清瀬市立学童クラブでは、

清瀬市障害児学童クラブ入会要

綱に基づき、１施設につき２人以

内の受け入れを行っています。 
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（４）その他（ご意見募集の対象外） 

意見の概要 件数 市の考え方 

市立保育園の運営・待機児童対策等について 12件 

ご意見募集の対象以外のご意見

等につきましては、回答はいたし

ませんが、今後の参考とさせてい

ただきたいと考えています。 

保育時間の認定について ３件 

保育所での日曜・祝日の保育の実施について ３件 

障害児の保育時間について １件 

幼稚園の昼食について １件 

幼稚園と保育所の担当窓口の一本化について ２件 

市立学童クラブの運営・待機児童対策等について 11件 

市立学童クラブの施設・設備の改修等について ９件 

市立学童クラブの職員の処遇等の改善について １件 

学童クラブと放課後子ども教室との連携について ４件 

学童クラブの日曜・祝日の実施について １件 

「学童保育」の用語使用の指導について １件 

一時保育の減免制度について １件 

基準の条例化について １件 

 


